
第 36 期決算公告   
東京都千代田区大手町 1-7-2  

双日建材株式会社   
代表取締役社長 大西 哲也 
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金　　　　額 金　　　　額

〔 〕 〔 54,399,077 〕 〔 〕 〔 48,008,921 〕

223,393 6,749,804

9,111,700 20,530,971

14,794,889 17,687,532

24,501,905 42,930

4,845,767 564,656

621,091 270,070

134,822 142,079

11,689 296,557

154,790 58,544

578 18,952

△ 1,552 160,086

#REF! 1,242,615

244,118

#REF! #REF!

〔 〕 〔 2,352,202 〕 〔 〕 〔 1,234,582 〕

（ ） （ 192,084 ） 1,000,000

125,200 45,217

66,884 68,054

#REF! 121,311

#REF!

( ） （ 333,583 ） 49,243,504

332,583

1,000 〔 〕 〔 7,416,862 〕

#REF! 1,039,401

( ） （ 1,826,534 ） 5,332,131

1,127,057 5,332,131

233,012 1,045,330

150,557 207,478

189,673 837,851

225,768 837,851

23,167

△ 122,702 〔 〕 〔 90,912 〕

#REF! 197,268

#REF! △ 106,356

7,507,774

56,751,279 56,751,279資 産 合 計

繰 越 利 益 剰 余 金

電 子 記 録 債 務

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

長 期 差 入 保 証 金

負債及び純 資産合計

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

純 資 産 合 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等貸 倒 引 当 金

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

利 益 剰 余 金

そ の 他 の 投 資 等

関 係 会 社 株 式

資 本 剰 余 金

前 払 年 金 費 用

破 産 更 生 債 権 等

資 本 準 備 金

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

有 形 固 定 資 産

固 定 負 債

リ ー ス 債 務

無 形 固 定 資 産

建 物

長 期 借 入 金

資 産 除 去 債 務

負 債 合 計

固 定 資 産

繰 延 税 金 負 債

電 話 加 入 権

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

工 具 、 器 具 及 び 備 品

リ ー ス 資 産

純 資 産 の 部

株 主 資 本

ソ フ ト ウ エ ア

資 本 金

ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定

未 払 金

預 け 金

短 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

前 渡 金

一 年 内 返 済 予 定 長 期 借 入 金

売 掛 金

未 払 消 費 税 等

電 子 記 録 債 権

そ の 他 の 流 動 負 債

未 払 費 用貸 倒 引 当 金

預 り 保 証 金

賞 与 引 当 金

前 払 費 用

預 り 金

現 金 及 び 預 金 支 払 手 形

受 取 手 形

買 掛 金

前 受 金

そ の 他 の 流 動 資 産

未 収 入 金

未 払 法 人 税 等

商 品 短 期 借 入 金

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 流 動 負 債

貸　　借　　対　　照　　表
平成30年3月31日現在

（単位：千円）

科　　　　　目 科　　　　　目
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165,816,492

159,997,058

5,819,433

4,608,310

1,211,122

138

79,930

110,146

24,703 214,919

90,297

240,955

19,151 350,404

1,075,637

4,693 4,693

3,162 3,162

1,077,168

184,674

55,992 240,667

836,500

損　　益　　計　　算　　書
自　平成29年4月 1 日
至　平成30年3月31日

（単位：千円）

売 上 総 利 益

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　額

売 上 高

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

受 取 配 当 金

そ の 他 の 営 業 外 費 用

経 常 利 益

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

仕 入 割 引

特 別 利 益

そ の 他 の 営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

売 上 割 引

退 職 給 付 制 度 移 行 益

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

固 定 資 産 除 却 損

特 別 損 失
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（単位：千円）

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

1,039,401  5,332,131  5,332,131  207,478     1,051,350  1,258,829  

剰 余 金 の 配 当 -              -              -              -              △1,050,000 △1,050,000 

当 期 純 利 益 -              -              -              -              836,500     836,500     

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額
（ 純 額 ）

-              -              -              -              -              -

-              -              -              -              △213,499 △213,499 

1,039,401  5,332,131  5,332,131  207,478     837,851     1,045,330  

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額
（ 純 額 ）

△1,050,000 

121,493                       89,636                         

-                                 

75,775                         △195,992                    

-                                 -                                 

△195,992                    

-                                 

当 期 変 動 額

当 期 末 残 高

当 期 変 動 額 合 計

当 期 変 動 額

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額 合 計

7,630,361     

-                 

利益準備金
利益剰余金

合計

当 期 末 残 高 197,268                       △106,356                    

資本金

資本剰余金

当 期 首 残 高

7,416,862     

△1,050,000 

836,500       

△213,499    

株主資本等変動計算書

自　平成29年4月 1 日

至　平成30年3月31日

株主資本

利益剰余金

株主資本合計資本剰余金
合計

資本準備金

△120,217    

△333,716    

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

△120,217                    

-                                 

75,775                         

90,912                         

△120,217                    

7,841,491     211,130                       

7,507,774     

-                                 836,500       
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個 別 注 記 表 

 

【１】 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

【２】 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

1． 資産の評価基準及び評価方法 

（1）有価証券の評価基準及び評価方法 

① 子会社株式 ： 移動平均法による原価法 

② その他有価証券   

・時価のあるもの ： 決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動 

平均法により算定） 

・時価のないもの ： 移動平均法による原価法 

（2）デリバティブの評価基準及び   

評価方法 

： 時価法 

ただし、ヘッジ会計の要件を満たすものについてはヘッジ会計を

適用しております。 

（3）棚卸資産の評価基準及び 

評価方法 

： 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定） 

 

2． 固定資産の減価償却方法 

（１）有形固定資産 ： 定率法 

ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属 

設備を除く）並びに平成 28 年 4 月 1 日以降に取得した建物附属

設備及び構築物については、定額法を採用しております。 

（2）無形固定資産 ： 定額法 

ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における 

利用可能期間（5 年）に基づく定額法を採用しております。 

 

3． 引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 ： 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に 

回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しております。 

（2）賞与引当金 ： 従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額のうち、当事業 

年度に対応する見積額を計上しております。 

（3）退職給付引当金 ： 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職 

給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末に 

おいて発生していると認められる額を計上しております。なお、 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（9 年）による定額法により
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按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理すること

としております。 

（4）役員退職慰労引当金 ： 役員及び執行役員への退職慰労金の支払いに備えるため、 

内規を基礎として算定された当事業年度末における支払見込額

に基づき計上しております。 

   

 

4． その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

（1）ヘッジ会計の方法 ： 繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約のうち振当 

処理の要件を満たす場合は振当処理を行っております。 

（2）消費税等の会計処理方法 ： 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており 

ます。 

（3）連結納税制度 ： 連結納税制度を採用しております。 

 

 

 

【３】 貸借対照表に関する注記  

1．有形固定資産の減価償却累計額  182,475 千円 

2．関係会社に対する金銭債務   

 短期金銭債務  832,797 千円 

3．期末日満期手形等の処理   

期末日満期手形等の会計処理については、手形交換日及び決済日をもって決済処理をしております。な

お、当事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形、電子記録債権債務、売掛金

及び買掛金が期末残高に含まれております。 

 （1）受取手形  1,375,539 千円 

 （2）電子記録債権  2,004,057 千円 

 （3）売掛金  490,722 千円 

 （4）支払手形  1,548,669 千円 

 （5）電子記録債務  4,777,738 千円 

 （6）買掛金  1,586,917 千円 

 

【４】 損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高   

 （1） 売上高 

（2） 仕入高 

（3） 販売費及び一般管理費 

（4） 営業取引以外の取引高 

 408 千円 

161,718 千円 

436,464 千円 

161,489 千円 
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【５】 株主資本等変動計算書に関する注記 

1. 発行済株式の種類及び総数 

株式の種類 当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数 

普通株式 4,865,624 株 - - 4,865,624 株 
 

2. 配当に関する注記 

決議 
株式の 

種類 

配当金 

の総額 

1 株当たり 

配当額 
基準日 効力発生日 

平成 30 年 3 月 19 日 

取 締 役 会 
普通株式 1,050,000 千円 215 円 平成 29 年 9 月 30 日 平成 30 年 3 月 30 日 

 

【６】 税効果会計に関する注記 

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の原因別内訳 

① 繰延税金資産（流動の部） 

賞与引当金 82,695 千円 

未払費用 11,658 千円 

未払事業税 10,438 千円 

貸倒引当金 475 千円 

繰延ヘッジ損益 46,938 千円 

その他 20,486 千円 

繰延税金資産 小計 172,694 千円 

評価性引当額 △17,903 千円 

繰延税金資産 合計 154,790 千円 

繰延税金資産の純額 154,790 千円 

   

 

② 繰延税金資産（固定の部） 

貸倒引当金 33,675 千円 

投資有価証券評価損 34,156 千円 

ゴルフ会員権評価損 20,120 千円 

資産除去債務 20,838 千円 

その他 14,032 千円 

繰延税金資産 小計 122,823 千円 

評価性引当額 △122,636 千円 

繰延税金資産 合計 187 千円 

前払年金費用 △58,078 千円 

その他有価証券評価差額金 △48,996 千円 

その他 △14,423 千円 

繰延税金負債 合計 △121,498 千円 

繰延税金資産の純額 △121,311 千円 
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【７】 金融商品に関する注記 

1． 金融商品の状況に関する事項 

当社は資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関及び親会社である双日㈱から

の借入により資金を調達しております。受取手形及び売掛金等に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程

に沿ってリスク低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については 

四半期ごとに時価の把握を行っております。借入金の使途は主として運転資金であります。なお、為替予約

取引については、為替リスク管理規程に従い、実需の範囲で行うこととしております。 

 

2． 金融商品の時価に関する事項 

平成 30 年 3 月 31 日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、 

次のとおりであります。 

（単位：千円）    

  貸借対照表計上額（*） 時価（*） 差額 

(1) 受 取 手 形 9,111,700 9,111,700 － 

(2) 電 子 記 録 債 権 14,794,889 14,794,889 － 

(3) 売 掛 金 24,501,905 24,501,905 － 

(4) 投 資 有 価 証 券    

 そ の 他 有 価 証 券 1,016,174 1,016,174 － 

(5) 破 産 更 生 債 権 等 150,557   

 貸 倒 引 当 金 (109,977)   

  40,580 40,580 － 

(6) 支 払 手 形 (6,749,804) (6,749,804) － 

(7) 電 子 記 録 債 務 (20,530,971) (20,530,971) － 

(8) 買 掛 金 (17,687,532) (17,687,532) － 

(9) 短 期 借 入 金 (564,656) (564,656) － 

(10) 長 期 借 入 金 (1,000,000) (1,053,897) 53,897 

（*） 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

（注 1）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 

(1)受取手形、（2）電子記録債権、並びに（3）売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に 

よっております。 

(4)投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

(5)破産更生債権等 

破産更生債権等については、担保による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定して 

いるため、時価は決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に 

近似しており、当該価額をもって時価としております。 
(6)支払手形、（7）電子記録債務、（8）買掛金、並びに(9)短期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。 



8 
 

(10)長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定 

される利率で割り引いて算定する方法によっております。なお、長期借入金の決算日後の 

返済予定額は以下のとおりであります。 

（単位：千円） 

 １年以内 
1 年超 

２年以内 

２年超 

３年以内 

３年超 

４年以内 

４年超 

５年以内 
５年超 

長期借入金 － 1,000,000 － － － － 
 

 

（注 2） 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品  
（単位：千円） 

区分 貸借対照表計上額 

非上場株式 343,894 

非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、 

「(4)投資有価証券」には含めておりません 

 

 

【８】 関連当事者との取引に関する注記  

(1) 親会社 

（単位：千円）

役員の兼任 事業上の関係
資金の借入

(注2)
△ 2,747,657 短期借入金 564,656

利息の支払
(注2)

17,909 - -

商品の購入
（注3）

161,718 買掛金 135,327

業務委託費
(注4)

154,482 - -

連結納税
（注5）

124,603 未払金 122,495

取引金額
（注1）

期末残高
(注1)

科　目取引内容

親会社
双日㈱
（上場）

被所有
直接100%

-
資金の借入及
び取扱製品の

購入等

種類
議決権等
の所有

会社等の
名称

関連当事者との関係

 
(2) 子会社 

（単位：千円）

役員の兼任 事業上の関係

子会社

SOJITZ
FOREST

PRODUCTS
(EM)

所有
直接100%

-
合板類の買付

業務委託
業務委託料

（注6)
53,067 - -

期末残高
(注1)

取引内容
取引金額

（注1）
種類

会社等の
名称

関連当事者との関係議決権等
の所有

科目

 

(3) 兄弟会社等 
（単位：千円）

役員の兼任 事業上の関係

支払手形 549,294

買掛金 269,163

利息の支払
(注7)

20,606 - -

種類
会社等の

名称
関連当事者との関係 期末残高

(注1)
科　目

取引金額
（注1）

取引内容
議決権等
の所有

木材製品
の購入

6,103,753
商品の購入

(注3)親会社
の

子会社

双日(香港)
有限公司

- -
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(4) 取引条件及び取引条件の決定方針等  

（注１） 取引金額には消費税等は含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。 

（注２） CMS 制度に基づく親会社での資金集中運用によるものであります。利息については、市場金利を 

基に決定しております。なお、取引金額は当期における純増減額を記載しております。 

（注３） 商品の購入については、市場価格を基に価格を決定しております。 

（注４） 親会社に対する職能役務対価及び業務委託契約に基づくものであり、契約金額については 

市場相場を基に決定しております。 

（注５） 連結納税親会社に対する法人税未払額であります。 

（注６） 業務委託契約に基づくものであり、契約金額については市場相場を基に決定しております。 

（注７） 利息については、輸入支払手形に伴うユーザンス金利であります。 

 

 

【９】 １株当たり情報に関する注記 

(1) 1 株当たり純資産額     1,543 円 02 銭 

1 株当たり純資産額の算定上の基礎は以下の通りであります。 

貸借対照表上の純資産の部合計   7,507,774 千円 

普通株式に係る純資産額   7,507,774 千円 

普通株式の期末発行済株式数   4,865,624 株 

 

(2) 1 株当たり当期純利益     171 円 92 銭 

1 株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下の通りであります。 

損益計算書上の当期純利益    836,500 千円 

普通株式に係る当期純利益    836,500 千円 

普通株式の期中平均株式数   4,865,624 株 

 

 

【１０】 重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 

 


